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区分

公共事業の適正な執行

強

算 定 方 法

評 価 責 任 者 室長　橋本　博史

工事成績評点65点未満の件数 入札不調、一者応札の（件数）割合

公共工事の優良な品質を確保するため、特に低い工事成績評点をなく
す。

選 択 理 由 公共工事の競争性を確保するため、入札不調及び一者応札の割合を少なく
する。

算 定 方 法全工事成績評点件数のうち、65点未満の件数 全入札成立件数のうち、入札不調及び一者応札の件数の割合

db02
予 算 施 策
コ ー ド

4285

成果と指標
の関係

成果指標A

連 絡 先

達成率

こ れ ま で の 取 組 み

　公共工事の優良な品質を確保するため、工事成績評点の特に低い業者については、監督頻度を増やすなどの重点監督を行ったり、施工体制の点検として、技術者が
現場に常駐しているかなどの確認の頻度を増やしたりするなどしている。
　また、建設業界の技術者不足による入札不調や一者応札の発注を抑え複数の業者の入札参加を促すため、発注の平準化を図っているほか平成25年2月から実施し
平成26年2月に継続・拡充した主任技術者や現場代理人の配置要件緩和をはじめとした入札・契約制度の特例措置について継続して適用することとしている。
　なお、西日本豪雨に係る災害復旧工事等については、さらなる主任技術者や現場代理人の配置要件の緩和に加え、「災害復旧における入札契約方式の適用ガイドラ
イン」に基づく柔軟な入札契約方式の選定や地域の実情に応じた適切な発注時期や発注ロットの設定、指名業者の選定等により競争性の確保を図っている。

土木管理課
技術企画室

担 当 部 局 名

施 策 の 内 容

施 策 の 目 標

土木部 土木管理局

公共工事の品質や競争性を確保することにより、公共事業の適正な執行を目指す。

事業費（予算）

達成率 予算計 国費 その他

成果指標名（目標の達成度合いを示す指標）

計画

指　標　・　事　業　費 ・ 人 件 費　の　推　移

選 択 理 由

成果指標B

計画実績

成果と指標
の関係 強

指標の種類
(ｽﾄｯｸ/ﾌﾛｰ)

％ 千　円

指標の種類
(ｽﾄｯｸ/ﾌﾛｰ)

フロー
指標の種類
(ﾌﾟﾗｽﾏｲﾅｽ)

－

事業費
（決算）県費

人件費

0
35,358 1,124 34,2344年度当初予算

26,567 36,154 21,17539,840 13,273

50.0%
55.6%

様式１



2
　県の関与の必要性

　成果指標A

　成果指標B

3

1.00

今 後 予 測 さ れ る
環 境 変 化

順調・向上 成果向
上余地

成果向上が可能

成果
動向

説
　
明高い

施 策 の 評 価

参考：構成事務事業の評価
の平均値

成果動向

本施策については、県発注工事の適正な執行を目標とするものであり、県が担うことが適当である。

　公共工事の品質を確保するため、工事成績評点の低い業者については、引き続き、重点監督等を行っていき、工事成績評点の低い業者の割合を減少させる。　競争性を確保す
るための入札については、今の水準を維持している。

公共事業の削減により限られた工事を争うために低入札の増加が懸念されるなど、本施策を取り巻く環境は変化している。

成果向上
余地

順調でない 説
　
明

2.07

成果向上が可能

競争性については、入札不調及び一者応札の件数割合が、西日本豪雨に係る災害復旧工事等の発注件数の増加に伴い一時的に増
加しているが、入札不調の割合が他の被災県に比べ低く抑えられており、競争性を高めるための施策は、一定の効果をあげている。

施 策 の 今 後 の 方 向 性 

成果向上は余り望めない

成果向上
余地

説
　
明

順調・向上成果
動向

ここ数年、工事成績評点65点未満の割合は、工事成績評点の特に低い業者への重点監督などにより少なくなっており、公共工事の優
良な品質の確保に向け、概ね順調に進捗している。



４－１　事務事業管理シート（評価対象事業）

1 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 100 100 100 100 事業費計 6,264 5,912 5,603 5,610

実績 100 100 100 国費

達成率 100.00% 100.00% 100.00% その他

単位 計画 100 100 100 100 県費 6,264 5,912 5,603 5,610

実績 100 100 100 事業費計 5,282 5,387 5,385

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 国費 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 3523 3264 2880 県費 5,282 5,387 5,385 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

2 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 7 9 11 7 事業費計 210 212 212 283

実績 7 9 10 国費

達成率 100.00% 100.00% 90.91% その他

単位 計画 1 1 1 1 県費 210 212 212 283

実績 1 1 1 事業費計 123 139 70

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 国費 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 123 139 70 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

3 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 100 100 100 100 事業費計 4,668 4,651 4,570 4,570

実績 100 100 100 国費

達成率 100.00% 100.00% 100.00% その他

単位 計画 51 51 51 51 県費 4,668 4,651 4,570 4,570

実績 51 51 51 事業費計 3,750 3,829 3,577

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 国費 方向１

単位 計画 1 1 1 1 その他 方向２

実績 1 1 1 県費 3,750 3,829 3,577 方向３

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 人役 0.5 0.5 0.5

人件費 3,403 3,383 3,025

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

活動 ＋ ﾌﾛｰ

実施
期間

始期 終期

S45
予定・見込
があれば記

入

公共事業の設計等に必要な労務単価の決定方法についての関係省覚書（昭和45年8月12日）第2項に基づき、二省（国
交省・農水省）所管の公共事業に従事する建設労働者の賃金を職種別に調査し、その調査結果をもとに、公共工事設
計労務単価を決定する。

労務費調査委託費
コスト

（単位：千円）

評
価

見
直
し
方
向
性

国が定めている公共事業労務費調査運営要領により、県が発
注した工事については県が調査を行うこととなっており、調査
結果は全て工事の労務者賃金に反映されている。

指標種類1 指標名称1

予
算

労務費の調査回数 回

成果 ＋ ﾌﾛｰ
労務者賃金の積算への反
映率

％

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ 労務費の調査職種数 職種
決
算

予
算

成果 ＋ ﾌﾛｰ 委員会審議件数 件

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ 委員会開催回数 回
決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

実施
期間

始期 終期

H10
予定・見込
があれば記

入

公共事業関係省庁及び県の要領等に基づき、ある基準に達した補助事業を対象に次年度以降の事業継
続の可否等について、第三者により構成された委員会で審議を行う「公共事業再評価」を実施するもの。

評
価

％
決
算 見

直
し
方
向
性

実施
期間

始期 終期

H20
予定・見込
があれば記

入

電子閲覧による入札業務の電子化の拡大及び、電子成果品の迅速な検索・再利用化を図るため、平成１９
年度に構築した「電子納品利活用システム」の適正な運用を行うもの。

指標種類3

電子納品利活用システム保守管理費
コスト

（単位：千円）

公共事業評価推進事業費
コスト

（単位：千円）

指標種類1 指標名称1

　

活動 ＋ ﾌﾛｰ 電子閲覧件数（フロー） 件

予算施策名 db02 公共事業の適正な執行

指標名称3

成果 ＋ ﾌﾛｰ 電子閲覧実施件数の割合 ％

指標種類2 指標名称2

成果

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

＋
このまま継続

ﾌﾛｰ
電子媒体の成果品のみ提
出された工事の割合

事業の概要

目標値は、発注する工事の件数により値が変動し、定められな
いことから設定しない。
機器リースの更新時には、再度機器選定等を検討し、コスト縮
減に努める。

事業の概要

事業の概要

公共事業を所管する省庁の要領等で地方公共団体が実施す
ることとなっており県が実施すべきである。また、市町は県の事
業評価委員会に審議を付託できることとしている。 (R３ 実績：
県事業１０件、市町事業０件）



4 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 80 40 40 40 事業費計 5,026 5,039 5,167 5,213

実績 31 24 34 国費

達成率 38.75% 60.00% 85.00% その他

単位 計画 100 100 100 100 県費 5,026 5,039 5,167 5,213

実績 100 100 100 事業費計 4,587 4,724 4,785

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 国費 方向１

単位 計画 5026 5039 5167 5213 その他 方向２

実績 4587 4724 4785 県費 4,587 4,724 4,785 方向３

達成率 91.27% 93.75% 92.61% 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

5 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 1726 1713 1708 1711 事業費計 1,130 1,138 1,112 1,124

実績 971 965 965 国費 1,130 1,138 1,112 1,124

達成率 56.26% 56.33% 56.50% その他

単位 計画 県費

実績 事業費計 989 843 698

達成率 - - - 国費 989 843 698 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

6 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 2 2 2 2 事業費計 1,823 1,080 1,073 1,073

実績 2 1 1 国費

達成率 100.00% 50.00% 50.00% その他

単位 計画 8 8 8 8 県費 1,823 1,080 1,073 1,073

実績 6 4 10 事業費計 1,209 414 125

達成率 133.33% 200.00% 80.00% 国費 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 1,209 414 125 方向３

達成率 - - - 人役 5.0 2.0 2.0

人件費 34,030 13,532 12,100

7 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 0 0 0 0 事業費計 7,571 8,885 9,942 10,520

実績 1 0 0 国費

達成率 0.00% - - その他

単位 計画 県費 7,571 8,885 9,942 10,520

実績 事業費計 7,542 8,885 9,463

達成率 - - - 国費 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 7,542 8,885 9,463 方向３

達成率 - - - 人役 0.4 0.4 0.4

人件費 2,723 2,707 2,420

営繕積算システム共同開発利用事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

委託金額 千円

実施
期間

始期 終期

S60
予定・見込
があれば記

入

建築営繕業務のうち工事予定価格を算出する積算事務の電算化を行う。

成果 ＋ ﾌﾛｰ
システムを利用した単価
表による設計回数

回

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ﾌﾛｰ
全単価表に占めるシステ
ムを利用した単価表の割
合

％
決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

活動 ＋ ﾌﾛｰ

成果動向について、既に当該システムの利用によりすべての
設計業務を行っていることから、成果向上の余地は小さいと考
える。

平成27年度に、営繕積算システムとの連携機能がある本シス
テムを導入して以降、工事発注時の単価の入れ替え作業の大
半をシステムの連携機能で対応することが可能となり、業務の
効率化が図られていると考える。

有効性改善見
直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

成果向上

実施
期間

始期 終期

見直し（拡大・縮小・執行方法の改善等）

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

S24

　

このまま継続

予定・見込
があれば記

入

建設業法に基づき設置されている建設業審議会及び建設工事紛争審査会の円滑な運営を図る。

コスト
（単位：千円）

建設統計事務費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

S30
予定・見込
があれば記

入

統計法第2条に規定する基幹統計である建設工事統計を作成するための調査。

成果 ＋ ﾌﾛｰ 国への報告件数 件

指標種類2 指標名称2

決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3 　

このまま継続

建設事業推進費
コスト

（単位：千円）

評
価成果 ＋ ﾌﾛｰ

愛媛県建設業審議会の開
催回数

回

指標種類2 指標名称2

成果 － ﾌﾛｰ 行政処分の発生件数 件
決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

成果 － ﾌﾛｰ
建設業許可申請のうち、
不適切な許可の発生件数

件

指標種類2 指標名称2

決
算

建設業許可情報システム管理運営費

S61
予定・見込
があれば記

入

建設業許可情報システムの管理運営。

事業の概要

事業の概要

事業の概要

事業の概要 建設業許可及び経営事項審査に係る全国共通の電子申請シ
ステムの運用を開始する。



４－２　事務事業管理シート（評価対象外事業） db02

1 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R元年度 R2年度 R3年度

事業費計 0 0 12161 0 事業費計 0 0 12,051

国費 12,161 国費 12,051

その他 その他

県費 県費

0.2

1,210

予算施策名 公共事業の適正な執行

評価対象外の理由

予
算

決
算

単年度事業

評価対象外その他の理由（記述）

人役

人件費

設計書情報提供システム整備事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）



４－３　事務事業管理シート（新規事業） db02

1 4年度

事業費計 6,965

国費

その他

県費 6,965

建設工事ＩＣＴ推進事業費
コスト

（単位：千円）

予
算

予算施策名 公共事業の適正な執行


